
（第８面）

紛争の範囲　【法6条1号関係】
（実施規程4条）

事務局での利用希望の受付
（実施規程10条）

　事務長による事件担当者の選任
（実施規程11条1項）

事件担当者から利用希望者への連絡
（実施規程11条2項）

説明　【法14関係】（実施規程12条）
説明者：事件担当者

事件担当者による利用希望者へのＡＤＲ
法14条に基づく説明　（実施規程12条）

本センターで行う調停手続きに該当しな
いと判断した場合、他の紛争解決機関の
紹介（実施規程12条2項）

手続実施依頼の要件方式
・手続実施に要する費用【法6条8号、15号関
係】
・調停申込書作成 （実施規程13条）
・申込手数料15,000円現金納付
（報酬・手数料規程5条）
・期日手数料10,000円現金納付
（報酬・手数料規程6条）

調停手続利用の申込み（実施規程13条）
調停申込書の提出
申込手数料15,000円の支払い
（報酬・手数料規程5条）

手続の標準モデル【法6条7号関係】
（実施規程10条～31条）

事務長による受理・不受理の決定
（実施規程14条）

不受理
・申込手数料15,000円全額の申込人へ
の返還　（報酬・手数料規程5条4項）

資料の取扱い　【法6条10号関係】
（実施規程34条）

                      受　　　　理
・申込書添付書類の返還
（実施規程34条2項）

通知等【法6条6号、9号、法14条関係】
・申込みの概要を記載した書面、回答書及び
説明書　郵送（実施規程9条、15条）

事件担当者による相手方への通知
（実施規程15条）

事件担当者による相手方の応諾意思の確認
（実施規程16条3項）

実質的支配者等による不当な影響の排除
【法6条4号関係】　（実施規程7条）

事務長による手続実施者2名の選任
（実施規程17条１項）

手続実施者の選任　　【法6条2号関係】
（実施規程17条 設置規則13条、14条）

事件担当者による申込人・相手方に対す
る手続実施者に関する告知
（実施規程17条5項）

手続実施者の忌避等　　【法6条3号関係】
（実施規程19条、20条）

第１回調停期日　（実施規程23条～26条）

次回（第２回目）続行となる場合の説明 ・
確認事項（実施規程24条、25条）

　　　　　　　　　第２回調停期日
期日手数料の支払い
申込人、相手方各5,000円
（報酬・手数料規程6条）

　　　　　　　　　第ｎ回調停期日
期日手数料の支払い
申込人、相手方各5,000円
（報酬・手数料規程6条）

手続実施者による終了
（実施規程30条、31条）

調停の終了
当事者による手続の終了
①申込人の取下　（実施規程28条）
②相手方の離脱　（実施規程29条）

和解の成立する見込みがないことを理由とす
る手続実施者による手続の終了【法6条13号関
係】（実施規程30条、31条）

当事者による手続の終了
【法6条12号関係】
（実施規程28条、29条）

相手方の拒否又は意思の不表明
（手続実施規程16条4項）
・申込手数料の内10,000円の申込人へ
の返還（報酬・手数料規程5条6項）
・申込書添付書類の返還
（実施規程34条2項）

合意成立による終了　（実施規程27条）
合意成立報酬の支払い
申込人、相手方各10,000円
（報酬・手数料規程7条）

＜司法書士法第３条第１項第７号の範囲内の紛争　弁護士助言措置なし＞

１４　民間紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法の概要

手続実施依頼の要件方式　【法6条8号関係】
（実施規程16条）

事件担当者による相手方へのＡＤＲ法14条に
基づく説明　　（実施規程15条2項）

相手方の応諾
調停実施依頼書の提出（実施規程16条5項）

受理の取消
事務長は調停の期日が開始するまで
に新たに知り得た事実に基づき受理の
取消をすることができる。
（実施規程14条5項）


